
 

   寝屋川市密集住宅地区老朽建築物等除却補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 寝屋川市密集住宅地区老朽建築物等除却補助金（以下「補助金）という。）の交

付については、寝屋川市補助金等交付規則（平成 12 年寝屋川市規則第７号。以下「規

則」という｡)に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（交付の目的） 

第２条 補助金は、寝屋川市密集住宅地区整備要綱（平成 22 年２月１日制定。)第２条

第１号で規定する密集住宅地区内の老朽化した建築物等の除却に係る費用について、

建物所有者等に対し、予算の範囲内で補助金を交付することにより、防災性の向上を

図りつつ良好な市街地の形成を促進し、もって公共の福祉に寄与することを目的とす

る。 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

 ⑴ 老朽建築物等 使用されておらず、かつ、今後も従来の用途に供される見込みの

ない建築物であり、登記簿謄本又は固定資産税台帳登録証明に記載される築後経過

年数が別表１に定める築後経過年数を超過しているもの。 

 ⑵ 除却工事 補助金の交付を受けることができる者が、補助金の交付の対象となる

老朽建築物等（以下「補助対象建築物」という。）を全て又は一部を除却する工事を

いう。ただし、区分所有建築物の場合は、その所有している部分を除却する工事を

いい、除却に伴う当該建築物の他の所有者が所有する部分又は補助金の交付を受け

ることができる者が所有する部分に係る復旧工事は含まないこととする。 

 ⑶ 拡幅道路 萱島東地区防災街区整備地区計画（令和２年寝屋川市告示第 77 号）、 

池田・大利地区防災街区整備地区計画（令和２年寝屋川市告示第 78 号）、又は香里

地区防災街区整備地区計画（令和２年寝屋川市告示第 79 号）で定められた壁面の

位置の制限を受ける道路。 

 ⑷ 除却工事施工者 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第３条第１項の許可を受け

ている者又は建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律第 104

号）第 21 条第１項の登録を受けた解体工事業者をいう。 

（補助対象建築物） 



第４条 補助対象建築物は、次の各号に掲げる要件を全て満たす老朽建築物等で、除却

工事施工者により除却工事が行われるものとする。  

⑴  密集住宅地区内の池田・大利地区で市長が指定する範囲内にある老朽建築物等で

あること又は、拡幅道路に該当する道路沿道の老朽建築物等であること。 

 ⑵ 入居者がいないこと。 

 ⑶ 前条第３号で規定する拡幅道路に該当する場合は、道路拡幅に協力すること。（土

地所有者が異なる場合は、土地所有者含む。） 

⑷ 補助対象建築物の建物所有者と土地所有者が異なる場合、補助対象建築物が共有

である場合、又は補助対象建築物が区分所有である場合は、当該補助対象建築物の

除却工事を行うことについて、当該利害関係人の同意を得ていること。 

⑸ これまでに寝屋川市木造住宅耐震改修補助金の交付を受けて耐震改修工事が行わ

れたもの又は除却工事において他の要綱等に基づく補助金の交付を受けたもの（区

分所有建築物の場合は、その所有している部分をいう。）でないこと。 

（補助金対象者） 

第５条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。」）は次の各号に掲げ

る要件のすべてに該当するものをいう。 

⑴  補助対象建築物の所有権を１年以上有する者であること。 

 ⑵ 本市において納付すべき市民税、固定資産税及び都市計画税を滞納していないこ

と。 

 ⑶ 寝屋川市暴力団排除条例（平成 25 年寝屋川市条例第 20 号）第２条第３号に規定

する暴力団員又は、同条第５号に規定する暴力団密接関係者でないこと。 

（補助対象経費） 

第６条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象

建築物の除却工事に要する費用とする。 

（補助金の額の算定方法） 

第７条 補助金の額の算定については、別表２に定めるところによる。 

２ 前項の規定により算出した補助金の額に 1,000 円未満の端数があるときは、これを

切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者(以下「補助申請者」という。)は、除却工事

に着手する前に、寝屋川市密集住宅地区老朽建築物等除却補助金交付申請書（第１号



様式）に次の各号に掲げる必要書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 補助対象建築物の現況図（付近見取図、配置図） 

 ⑵ 補助対象建築物の除却する工事面積が確認できる各階平面図 

 ⑶ 補助対象建築物の土地・家屋名寄台帳兼課税台帳または固定資産評価証明書 

 ⑷ 補助対象建築物の土地、建物所有者を確認することができる書類 

 ⑸ 補助対象建築物の築後経過年数を確認することができる書類 

 ⑹ 市民税、固定資産税及び都市計画税の滞納がないことを証する書類（補助対象建

築物を共有している場合においては、共有者全員のもの） 

 ⑺ 補助対象経費の見積書及び内訳明細書の写し 

 ⑻ 撮影日時が記載された現況写真 

 ⑼ 建物所有者と土地所有者が異なる場合は、土地所有者の同意書 

 ⑽ 補助対象建築物が共有である場合は、補助申請者以外の共有者全員の同意書及び

代表者選任書 

 ⑾ 補助対象建築物が区分所有である場合は、補助申請者以外の区分所有者全員の同

意書及び代表者選任書 

 ⑿ 補助対象建築物が区分所有であり、その一部のみを除却する場合は、除却しない

部分の区分所有者の同意書 

 ⒀ 誓約書 

 ⒁ 委任者がいる場合は委任状 

 ⒂ 各号掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定及び通知） 

第９条 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類を第４条、

第５条、第６条の規定に基づき審査し補助金を交付することが適切であると認められ

るときは、寝屋川市密集住宅地区老朽建築物等除却補助金交付決定通知書（第２号様

式）により、補助申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、補助金を交付することが適切でないと認めるとき、または、第４条第５条

の規定に満たない場合、寝屋川市密集住宅地区老朽建築物等除却補助金不交付決定通

知書（第３号様式）により、補助申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、補助金の交付を決定しようとする場合において、必要に応じ、補助申請者

に条件を付することができる。 

（申請内容の変更及び通知） 



第 10 条 前条第１項の規定にする交付の決定後に第８条に規定する申請の内容を変更

しようとする場合は、前条の規定により補助金の交付決定の通知を受けた者（以下「補

助事業者」という。）は、寝屋川市密集住宅地区老朽建築物等除却補助事業計画変更承

認申請書（第４号様式）に次の各号に掲げる必要書類を添えて、提出しなければなら

ない。 

 ⑴ 寝屋川市密集住宅地区老朽建築物等補助金交付決定通知書（第２号様式）の写し 

 ⑵ 変更内容がわかる書類 

 ⑶ 補助対象経費の変更内訳明細書 

 ⑷ 前各号掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定により変更の申請があった場合は、その内容を審査し、承認を

決定する場合は、その旨を寝屋川市密集住宅地区老朽建築物等除却補助事業計画変更

承認通知書（第５号様式）により補助事業者に通知するものとする。 

（申請内容の中止） 

第 11 条 第９条第１項に規定する交付の決定後に第８条に規定する申請の内容を中止

しようとする補助事業者は、直ちに寝屋川市密集住宅地区老朽建築物等除却中止届（第

６号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があった時には、第９条第１項の補助金交付の決定

は取り消すものとする。 

（着手届） 

第 12 条 補助事業者は、第９条第１項に規定する通知を受けた日から 30 日以内に、除

却工事に着手するものとし、着手したときは直ちに、寝屋川市密集住宅地区老朽建築

物等補助事業着手届（第７号様式）に次の各号に掲げる必要書類を添えて市長に提出

しなければならない。 

 ⑴ 請負金額及び工事期間が記載された除却工事請負契約書の写し 

 ⑵ 寝屋川市密集住宅地区老朽建築物等除却補助金交付決定通知書（第２号様式）の

写し 

 ⑶ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助事業の実績報告） 

第 13 条 規則第 11 条に規定する実績報告は、除却工事の完了した日から 20 日を経過し

た日又は補助金の交付申請に係る会計年度の３月 15 日のいずれか早い日までに、寝屋

川市密集住宅地区老朽建築物等除却補助事業実績報告書（第８号様式）に次の各号に



掲げる必要書類を添付して提出しなければならない。 

 ⑴ 除却工事に係る領収書の写し 

 ⑵ 撮影日が記載された除却工事完了写真 

 ⑶ 第 10 条に規定する補助事業の変更を行った場合は、寝屋川市密集住宅地区老朽建

築物等除却補助事業計画変更承認通知書（第５号様式）の写し 

 ⑷ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定及び通知） 

第 14 条 市長は、前条の規定による報告があったときは、その内容を審査し補助金の交

付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めた時は、補助金の額を決定し規

則第 13 条第１項に規定する通知を、寝屋川市密集住宅地区老朽建築物等除却補助金確

定通知書（第９号様式）により、補助事業者に通知するものとする。 

２ 規則第 13 条第２項に規定する補助金の請求は、寝屋川市密集住宅地区老朽建築物等

除却補助金請求書（第 10 号様式）によることとする。 

（交付決定の取消し及び通知） 

第 15 条 市長は、規則第 16 条に定めるもののほか、次の各号のいずれかに該当すると

きは、補助事業者にあらかじめ弁明書を提出させ、又は弁明の機会を与え、その意見

を聴いた上で、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はすでに交付

した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

 ⑴ 補助金を交付目的以外に使用したとき 

 ⑵ 補助金の交付決定の条件に違反したとき 

 ⑶ この要綱の規定又はこれに基づく指示に違反したとき 

 ⑷ その他本要綱の規定に反したとき 

２ 市長は、前項の規定により交付決定を取り消す場合は、寝屋川市密集住宅地区老朽

建築物等除却補助金交付決定取消通知書（第 11 号様式）により補助事業者に通知する

ものとする。 

３ 規則第 16 条後段の規定による補助金の返還の請求は、寝屋川市密集住他地区老朽建

築物等除却補助金返還請求書（第 12 号様式）によることとする。 

（標準処理期間） 

第 16 条 規則第６条第１項に定める補助金の交付の決定に係る標準処理期間は、30 日

とする。 

２ 規則第 13条第１項に定める補助金の額の確定に係る標準処理期間は、30日とする。 



（補助事業者に対する指導） 

第 17 条 市長は、補助事業の適正かつ円滑な執行を図るため必要があると認めるときは、

補助事業者に対して報告を求め、又は必要な指導若しくは助言をすることができる。 

（委任等） 

第 18 条 この要綱に定める文書等の様式及びこの要綱の施行について必要な事項は、こ

の要綱に定める事務を担当する部長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成 23 年７月７日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 27 年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 30 年 12 月３日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和７年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の制定に伴う寝屋川市密集住宅地区老朽木造集合住宅除却等補助金交付

要綱は、この要綱の施行の日以前に申請のあったものについて適用し、全ての申請

に対する補助金の交付又は交付決定の取消しをもって廃止する。 

  附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１（第３条関係） 

構造 築後経過年数 

鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造 34 年 

れんが造、石造又はブロック造のもの 28 年 

金属造 26 年 

木造、木造モルタル造又は合成樹脂造など上記以外の建築物 16 年 

 

別表２（第７条関係） 

補助金の額 算定基準 補助限度額 

補助対象経費

に 2/3 を乗じ

た金額と算定

基準による補

助限度額との

いずれか低い

方の金額 

【除却工事を行う床面積 100 ㎡未満】 

除却を行う床面積の合計（土地・家屋名寄台帳兼課税台帳

または固定資産評価証明書に記載された床面積又は実測

面積の最小面積）が 100 ㎡未満 

500,000 円 

【除却工事を行う床面積 100 ㎡以上 200 ㎡未満】 

除却を行う床面積の合計（土地・家屋名寄台帳兼課税台帳

または固定資産評価証明書に記載された床面積又は実測

面積の最小面積）が 100 ㎡以上 200 ㎡未満 

1,000,000 円 

【除却工事を行う床面積 200 ㎡以上 300 ㎡未満】 

除却を行う床面積の合計（土地・家屋名寄台帳兼課税台帳

または固定資産評価証明書に記載された床面積又は実測

面積の最小面積）が 200 ㎡以上 300 ㎡未満 

1,500,000 円 

【除却工事を行う床面積 300 ㎡以上 400 ㎡未満】 

除却を行う床面積の合計（土地・家屋名寄台帳兼課税台帳

または固定資産評価証明書に記載された床面積又は実測

面積の最小面積）が 300 ㎡以上 400 ㎡未満 

2,000,000 円 

【除却工事を行う床面積 400 ㎡以上】 

除却を行う床面積の合計（土地・家屋名寄台帳兼課税台帳

または固定資産評価証明書に記載された床面積又は実測

面積の最小面積）が 400 ㎡以上 

2,500,000 円 

 


